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(以 ヒ本 号)

第3章 取 引慣行法52条

フランチャイズ契約締結準備段階におけるフランチャイザーによる売 ヒ

f測 情報の提供に関する紛争では,取 引慣行法52条 が適川されることが

多いことを鑑み,本 章では,取 引慣行法52条 を分析する。

1取 引 慣行法(TradePracticesAct)

52条 は,次 の ような内容 とな っている。

52条 誤 解 を1'1一え る よ うな行 為 ま た は欺 隔ll勺な 行 為(misleadingor
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deceptiveconduct)'"

(1)法 人(corporation)は,取 引また は商行 為 において,誤 解 を与え

る行為 または欺購 的な行為,ま たは誤 解を 与え るおそれのあ る行為ま

たは欺購 的 となるおそれのあ る行為に従事 してはな らない。

(2)こ の 部分 の規定を実 行す る際 に,黙 示の 表示(implication)だ か

らとい って,(1)のk定 が制限 され るわけで はない。

2取 引慣行法52条 の適用要件

次に,取 引慣行法52条 の適川要件について述べる。52条 の適用要件で

あるが,次 の4つ が考えられる。

① 非難されるべき行為をした当事者が,規 定に服する人かどうか。

② 行為12炉を取引または商行為の際に行ったかどうか。

③ 過 ちを犯した当事者が,行 為を したか。

④ 非難されるべき行為をした当事者が,誤 解を与えるまたは欺隔的な

行為,ま たは誤解を与えるまたは欺隔的となるおそれのある行為をし

たかである%

本稿で,検 討せねばならないのは,④ であろう。本稿では,フ ランチャ

イズ契約締結準備段階においてフランチャイザーが売 ヒ・利益情報を提供

する場合に,そ の法的な基準は如何なるものであるのか検討することを目

的としている。このため,フ ランチャイザーによる売 ヒ∫}測情報がどういっ

た場合に,「 誤解を与える行為または欺ll繭的な行為,ま たは誤解を与える

おそれのある行為または欺隔的となるおそれのある行為」にあたるかを分

析する必要があるといえるからである。よって,以 ドでは,こ の 「誤解を

与える行為または欺隔的な行為,ま たは誤解を与えるおそれのある行為ま

たは欺隔的となるおそれのある行為」に該当するのは如何なる行為である

のかについてその具体的な分類を中心に分析を進める。
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フランチャイズ契約締結準備段階における売 ヒ・利益予測情報の提供(2)

3誤 解 を与え るまた は欺隔 的な行為,ま たは誤解 を与 え るまたは欺 購

的 とな るお それ のある行為

3-1序 論

それでは,「 誤解 を与え るまたは欺lli的 な 行為,ま た は誤解を 与え るま

た は欺ll繭的 となるおそれのあ る行為」 とは,ど ういった行為 のことをい う

のか を検討 を してい く。

誤解 をr1一え る(misleading)行 為 と欺fly的 で あ る(deceptive)行 為 に

ついての定義 は,こ の取 引慣 行法 において規定 されて いな い。 そこで,判

例や学 説で,誤 解 を 与え る(misleading)行 為 と欺備的 な(deceptive)

行 為 が如何 に定義づ け られているか,ま ず最初 に簡 単にふれた い。

「誤解 を与 えるまた は欺lli的 な 行為,ま た は誤解 を 　-1一え るまたは欺II崎的

とな るおそれ のあ る行為」 を考え る際 に,欺ll繭 的 で ある(deceptive)か

ど うか は大 して意味が ない とされ てい る。 それ は,「 欺 備的であ る」 は,

不IEII量〔な(dishonest)ま た は道徳的堕 落(moralturpitu(ie)を 提 示す る

ことである とされてい るか らで ある。す なわち,欺 隔 的である行為 とは通

常 の取 引で生 じるよ うな行為を意味 して お らず,欺 隔的 とい うのは実 際に

はそれ ほど 重要で はない。52条 が問題 とな る`拝例 において実 際の判断 は

誤解 をr:-1一え る行 為(misleading)で あ るか ど うか にゆ だね られ る ことに

な る中。 その 誤解を 与え る行 為 とは当初,錯 誤(error)に 導 くまた は錯

誤を生 じさせ ることと解 されていたが,錯 誤に導 くおそれが あることだけ

で ト分であ ると解 され るよ うにな った(判 例通説)弗 。

以Lの 通 り欺ll繭的 な行為 につ いてはあま り意味がないため,誤 解を 与え

る行為 とは何か につ いて分析 をは じめる。

3-2誤 解 を 与え る行為の分類

それで は,具 体 的な分 類に人 りたいの であ るが,52条 で い う誤解 を 与

える行為 とは,次 の ような種類 に分類 される。
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(1)誇 張(exaggerations)と1誇 大(1)roductpuffs;puffery)

表示 が文 章的には 正確 であ って も誤解をrrえ る表示 となる場 合がある。

しか し,コ モ ン ・ローにおいて,表 示が 単なる誇人(puffs)と 分 類 され

る場 合には,そ の表示が契約条項 と して強制 され ること,ま たは,そ の表

示が不実 表示(misrepresentation)と な り救 済が認 め られ ることは否定

されていた。取引慣行法 にお いて も,取 引慣行法 委員会 は,行 為ない し表

示が誇張 や誇大で ある とrl明 で ある場 合には,取 引慣 行法52条 の適用 は

ない と して いるL61。具体 的な例は以 ドで記すが,こ の単な る誇張や誇大の

場合 に救済が否定 され る理 由は,文rが 曖昧す ぎて合理的 に正確 な意味を

確定す る 事がで きないか らで ある巾。す なわ ち,事 実 問題(factualmat-

ter)の 表 示 とい うよ りは,誇 張 した推奨 の意IL(opinion)で あ るか らで

あるO

こ のよ うに,表 示が この誇張 や誇大であ る場 合には,誤 解 を 与える行為

または欺lli的 な 行為にはな らないのであ るが,そ れでは,そ の両者の区別

は どうな ってい るのであ ろうか。 この点につ き,取 引慣 行法委員会は,行

為ない し表示 に事実 とな る品質(quality)や 性 質(characteristic)を 含

んでい るか 否か によ って区別で きるとす る19」。行為 ない し表示に'拝実 とな

る品質や性質を含んでお り,そ れが 真実 と異なって いれ ば,誤 解を 与え る

行為 また は欺隔的な行為で あ り,行 為ない し表示 に事実 となる品質や性質

を含んで お らず,そ の行為 ない し表示が真実 と異な っていれ ば,誇 張や誇

大 となる行為 ない し表示 になる。

具体 的 には,判 例 にお いて次の よ うに判断が な され てい る。GivenU.

Pryor(1979)ll"1で は,「 生活す るには大変 素晴 らしい ヒ地 です(awonder-

fulplacetolive)」 とい う表示 は,誇 大 な表示で あるとされ,52条 違 反 す

なわ ち誤解 を 与え る行為 とは認め られ なか った。SmolomgovU.O'Brien

(1982)llDで は,「 良 い牧'ir一地(agoodgrazingland)」 と い う表示 は,誇

大な表示ではな く,事 実 とは異な り不実 表示である と判断 されている。 こ

一30



フランチャイズ契約締結準備段階における売k・ 利益 脅則情報の提供(2)

れ らの判例 か ら分か ることは,「 最 も美味 しい(thetastiest)」 「最 も楽 し

い(themostenjoyable)」 「最 も快適(themostcomfortable)」 な どの

表現 は,行 為な い し表示 に事実 となる品質(quality)や 性 質(character°-

istic)が 含 まれていな いので,そ れが真実 と異な っていれば,誤 解を 　fえ

る行為で はな く,誇 人 な表示 とな る。 す なわ ち,52条 違 反 とはな らない。

しか し,「 最 も経済 的(themosteconomical)」 「最 も軽 い(lightest)」

「最速(thefastest)」 「最 も強力(thepowerfu1)」 な どの表現 は行為な い

し表示 に事実 とな る品質(quality)や 性 質(characteristic)が 含 まれて

いないので,そ れが 真実 と異な っていれば誤解をtFえ る表示 とな るので あ

るO

(2)沈 黙(silence)と 不 開示(lackofdisclosure)

コモ ン ・ロー にお いて,売i三 や広 告i三は,一 般 的に,見 込 み客が情報 に

影響 され ることがあ って も,彼 らの製 晶またはサー ビスについて情 報を開

示す る義 務を負わない とされて いた。そ して,コ モ ン ・ローでは沈黙(si-

lence)が 不 実 表示(misrepresentation)に な る と判断 され なか った`1‡例

が多か った。 しか しなが ら,取 引慣行法制定以降 は,コ モ ン ・ローに従 う

と,不 開示があ った ことを理 由に不実 表示 で訴 える ことができない時で さ

え,取 引慣行法52条 の誤解 を 与え る行為 または欺III的 な 行為 にあたる と

さ れ た 事 例 が 増 え て き て い る1131。 こ の 点 に つ い て,Rん0η θ一1)oulenc

AgrochimieSAU.UIMChemicalServicesPtvLtd(1986)1111で は,52条

の適川 は,コ モ ン ・ローやエ クイテ ィにおいて救済が認 あ られた不開示に

関す る事例 に限定 されな い と して いるll5[。以 ドで は,沈 黙や 不開示が52

条違反 にな るとされた類例を紹介す る。

(a)一 部lf:確 な 表示

52条 が 適 用 される この沈 黙や 不開示の 葺例 とな るのは,一 ・部il:確 な 表

示(HalfTruth)の 事 例で あ る。 これは,表 示 された意味 が文,_f-IJに は
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iEし い が,間 違 った印象が生 じる場合が典型的な 事例 となる。 オペ ラに有

名なプ リマ ドンナが来場す るとオペ ラのi三催者は発表 したが,実 際には,

i三催者は同姓同名の有名ではない若い 女性を1司 じ名前で出演 させた。 この

こ と が 誤 解 をr--1一え る 行 為 で あ る と 判 示 さ れ たHornsbyBuilding

In/ormationCentreU.SvdnevBuildingIn/orinationCentre(1978)1161カi

この領域の代表例 とな る。

情報の一部を 正確 に表示 し,残 りの部分 につ いて表示を しなか ったため

に誤 った印象が生 じて しまった場合 もこの一部 正確な表示 にあた るII1こ

の 領域 の リーデ ィン グケー スとな るの は,Co〃 ぬ8Mαrrlc々oε 〃ρ1)tvLtd

U.HenjoInvestments1)tvLtd(1987)(以 ド,HenjoInvestmentと す

る)18」で ある。 この 事例 は次 の通 り一 シ ドニ ー郊外の レス トラ ン店舗を販

売 しよ うとした売i三は,販 売す る際 に,「 この レス トラ ンは,39の テー ブ

ルに120の 客 席を作 る容11_i,F'{があ る。」 と表示 を した。 売1三は,店 舗の販売

をす るまで,39の テ ーブルに120の 客 席数で営業を していたのであ るが,

しか し,酒 類販売許ll∫局(liquorLicensingAuthorities)は,こ の レス

トラ ンに対 して26の テー ブル に84の 客席 だけ しか許1盲∫していなか った。

そのため,買 セは売i三の 表示 は取 引慣 行法52条 の誤解 を 与え る行為で あ

ると して訴 えた。 買i三は,売kの 表示は法 的に許 された ものである との印

象 を持 った とi三張 したが,売r三 は不実 表示はない と反論 した。売i三による

と,売1三 が客席 数120と した表示は,物 理 的な意味であ って,物 理 的に客

席 が120席 お け ると売 豆が判断 したのであ り,実 際に表示の時点では物理

的に120席 を レス トランにお くことは 可能 であ った と売i三は反論 した。

WilcoxJ.は,「 法律 の規定 を無 視 した こ とに よって 得 られ る売 ヒを も

とに現在 の収 益が得 られてい る場 合おいて,事 業に潜在す る将 来の収 益を

判断す るにあたって現在の収益に依処す ることは,間 違 った理解を生む。……

違法 な取 引によ って影響 された売Lの 分を加味せずに売 ヒの情 報を提供す

るこ とは,誤 解 を1-1一え る行為にな る。売 ヒに関す る表示が不完 全で,潜 在
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的 に誤解 を与え る ものである と表示者に知識があ る場合には,表 示す る義

務が ある。」 と判断 した。

こ のHenjoInvestmentに 類 似 す る 事 例 と して は,McMahonU.

PomeravPtvLtd(1991)li"1が あ る。 この 事例 は次の通 り一売i三Yは バル

メイ ンで ナイ トクラブを経営 していたが,こ のナ イ トクラブを売却す るこ

とに した。 そ して,買1_Xは この ナ イ トクラブを購人 しよ うと考えてY

と契約 の交 渉を開始 した。 契約 交渉の際 に,Yは 午 前2時 まで営 業す る

許 可を警 察か らもらってい るとXに 表示を した。 しか し,そ の ナイ トク

ラブは関係す る行政 の委員会 か ら営業時間 を午後11時 まで と規 制 されて

いたが,そ の事実 をXにYは 告 げるこ とはなか った。 この ため,Xは,

委員 会によ る営 業時 間の制限 を開示 しな い ことは取 引慣行 法52条 の誤解

を!-1一え る行為 または欺隔 的な行為 にな ると してYを 訴えた。Yは 委員会

の制限 につ いて は何 も表示 してお らず,警 察の許 可についてのみ表示を し

た だけで,そ の 表示につ いては間違 って お らず52条 違反 にはな らない と

Yは 反論 した。

裁判所 は,こ の事例 における沈黙 は不実 表示にな ると判示 した。 開示 さ

れなか った撃}蓼実が あるために,そ の表示が一 部it確 な表示 とな る(事 実の

'卜分だ け表示 され る)場 合には
,す べての事実 を活用で きるよ うにす るた

めT要 な 要素 とな る残 りの事実 を開示す る義 務が生 じる。Yの 不開 示は

Xを 錯誤 にお と しめ た。 そのよ うなE拝情 において 委員会 の営 業時 間の制

限 につ いて不開 示をYが 行 った こ とは誤解 をrえ る行為 また は欺日繭的な

行為 とな ると判断 した。

Makita(Australia)PtvLtdv.Blach&Declzer(Australia)PtvLtd

(1990)1211}は次 の通 りで ある。Black&Decker製 品 の ドリルとMakita製

品の ドリルを比較 したコマーシャルが放映 され た。その フィルムの 内容は,

Black&Decker製 品 の ドリル とMakita製 品 の ドリルを競 い合わせた場

合,Black&Decker製 品 の ドリルの威力 によってMakita製 品 の ドリル
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の囲転が反転 して しま うことにつ いて実演 した ものであ った。 そ して,そ

の フ ィル ムは,Black&Deckerの ドリルは同 クラスのMakitaの ドリル

よ りパ ワフルである とい う結論 を視聴 者にi-J一え る ものであ った。 しか しな

が ら,そ の フ ィルムは,Black&Deckerの ドリルが,テ ス トの何 回かで

排煙 を出 し,エ ンス トしていた 事実 を開示 していなか った。 また,フ ィル

ムにお いて(二 つ の ドリル は同 じよ うに 見えた のだ けれ ど も)Black&

Deckerの ドリルはMakitaの ド リルよ り高馬ノJの ドリルであ った こ とが

開示 され てお らず,そ のため理 論的 にはよ りパ ワーの 劣るMakitaの ドリ

ルで好勝 負を期待 できる ものであ った。 よ って,こ の実演 フィルムを放映

す る ことは誤解 をj.え る行為 または欺隔的 な行為にあた り52条 違反 にな

るとMakitaがBlack&Deckerを 訴 え た。 裁判所は,Makitaのi三 張 を

認め,Black&Deckerは 誤 解 を 与える行為を行 った と判示 した。

Hoover(Australia)1)tvLtdU.Email(1991)1211は,次 の通 り一 タオル

2枚 と何枚か の シャツ,枕 カバーを洗濯 した場 合のEmai1とHooverの 洗

濯 機 の 効 果、を実 演 した フ ィル ム が1:演 され た 。 この フ ィル ムで は,

Hooverの 洗 濯機 はガ タゴ ト動 いたが,Emailは そ のよ うな ことはなか っ

た。 しか しなが ら,実 際 にはHooverの 洗 濯機 には,2キ ロ もの鉛 の1;:が

お かれ,タ オル2枚 と何枚 かの シャツ,枕 カバーが入れ られていたのでは

な くこの 事は告げ られ ていなか った。 裁判 の過 程 において,Hooverは2

キ ロの鉛が入 れ られた場 合に,洗 濯機 がガ タゴ ト動 くことは否定 しなか っ

た。 しか し,Emailが おIl:い の 洗濯機 に異 なる洗濯物 が人れ られて い る

ことを開示 していなか ったために,お り:いの洗濯機を比較 した フィルムが

誤解 を 　-1一え る行 為または欺lli的 な 行為であ るとのHooverのi三 張 は裁判所

に認 あ られ た。 このため,裁 判所 は次のよ うに判示 した。 洗濯機の比較は

同 じ内容で行 ったので はなか った。:つ の機械 に異なる洗濯物 を人れた こ

とは,洗 濯物の 重さが 同 じであ って も,明 確 に 碗心 が異なる。 重心 の違 い

は運転の違 いを生 じさせ る。視聴 者が 気づ くことのできない違 いは一 部1E
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確 な表示 を含んでお り,52条 違 反 とな ると裁判所 は判示 した。

(b}表 示 が なされたときはiE確 な表示であ ったが,諸 事情によ り後 にその

表示が不 正確 とな って しま った場 合

この沈黙 と不 開示 の婁掛列の 二つ 目`ま,表 示がな された ときはil:確 な 表示

で あったが,諸Fl`情 に よ り後にその表示が不IE確 とな って しまった場合で

ある。

代 表 的 な 事例 は,WintertonConstructionsPtvLtdU.Hambros

AustraliaLtd(1993)1コ21で あ る。 この事例 では,不 開示者の開示義務が否

定 され ているが,こ れは裁判所において,一 部1E確 な 表示の じ掛ダllと,表 示

が なされ た ときは1E確 な表示であ ったが諸 事情に よ り後 にその表示が不il:

確 と な って しま った墜}{例とを区別 し,本 件は後者に 当た ると判示 されたた

めで ある。 この 事案 は次の通 り一 金融 業者で あ る担 保権 者は(mortga-

gee)は,不 動1'開 発 業者(被 担保権 者)が 破産す る ことを心 配 していた。

不動産 開発業者が破産 手続 に入 った ことを担保権者が知 り,不 動産開発業

者が建設 業者になされた仕 事の報酬を支払 うことが不II∫能だ と担保権 者が

知った後 も,ビ ルの建設業者は,開 発の仕 事を続 けた。そ して報酬が受 け

取 れない ことを知 った ビルの建設業者 は,「 このよ うな場 合において,開

発業者が破産 に直面 し,報 酬を支払 うことがで きない ことを ビルの建設 者

に担 保権者が開 示 しな ければな らな い と52条 は担 保権者 に義 務づけて い

る。」 とi三張 した。すなわ ち担保権 者には52条 によって,不 動産開発 業者

が破産 した とい う情 報を開示す る義務があ ると建設業者 はi三張 した。

HillJ.は,ビ ルの建 設業 者のk張 を退 けた。 その理 山 と して,HillJ.

は次 のよ うに述べて いる。52条 による開示義 務が問題 となる事例 として,

多 くの場 合は,一 部 正確な表示の`}事例で ある。す なわ ち,表 示 はされ たが

重要な部分についての表示がなか った場 合が あげ られ る。 しか し,こ の事

例は,表 示 された ときには1事実で あ ったが,そ の後,不.r確 とな って しま

う'掛列で ある。 この場 合,開 示義 務が生 じる,す なわ ち,表 示が52条 違
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反となる誤解を与える行為または欺隔的な行為 となるには,最 初の表示を

した人が,表 示 した事実を開示する権限のあるときのみである。 この事例

では,担 保権者が被担保権者のビジネスf一の事情を第 渚 に開示すると期

待する合理的な根拠はない。また,開 示を強制すれば,金 融業者に負担を

強いることになる。金融業者に情報開示を強制すると,被 担保権者の財政

状況に関するア ドバイスが不正確であった場合,被 担保権者に対する誹諺

中傷にな りかねないか らである。すなわち,52条 違反となるには,表 示

の相手方が表示を期待 したことが必要であり,か つその期待が生 じること

につき合理性を有することが必要であるとHillJ.は 判示をした。

(c)当 事者の故意による不開示または沈黙により相手方が誤った認識をもっ

て しまった場合

重要な事実を不開示者が知 っており,そ れが開示されることを期待され

ているにもかかわらず沈黙 していた場合には52条 による誤解を与える行

為 となる幽。 この例 となるのは,DemagoguePtvLtdU.Rαmθ ηs勉

(1993)蜘 である。 この事案は次の通 り一公共用地に建設 された私道を通

行することによってのみ自動車での通行が可能になる住宅不動産を買1三は

購人 した。この私道は,契 約の時には,す でに官報で閉鎖されると公表さ

れていた。売i三はこの閉鎖の事実を知 っていたが,こ の私道が閉鎖される

という事実を契約の時点で売一i三は何 も買i三に言わなかった。また,現 地を

見た際にも閉鎖の可能性について何 も警告しなかった。買 並はその公共用

地に建設された私道を通行することを想定 していた。

BlackC.J.は,単 なる沈黙 と事実を開示すべき義務とを区別 した。そ

して関連する(relevant)事 実が存在する場合には,既 に開示された事実

により,関 連する事実も開示 されることが期待されて当然である。よって,

関連する事実を開示 しないことは,誤 解を与える行為または欺隔的な行為

につながると判示 したss。
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(3)約 束(promise)・P想(prediction)・ 意 見(opinion)

(a)将 来 の事実 に関す る表示 と52条

誤解 を'了え る表示 また は欺lli的 な表示 は,現 在 または過 去の 事実 に関す

る表示 に限定 されているi・1(,1。このたあ,約 束が履行 されない場合,ま たは,

ア想 や意見が不II三確で ある と証明 され た とい う事実 に対 して は52条 違反

とな らな いとされ てきた1%例 えば,BillAcceptanceCorporationLtdv.

GWALtd(1983)馳 で は,表 示が誤解 をr--1一え る行為かliか は表示 され た

時点で決定 され るべ きであるので,将 来の事実 に関す る表示や意見 を述べ

ること(expressionofopinions)は 誤 解 をf--1一え る行為 または欺隔II勺な行

為にな らない と判示 され てお り,長 い間,将 来 の 事実 に関 す る表示 は52

条 の対象外 とされていたので ある1')c)。

Thompsonv.MastertouchT.V.ServicePtvLtd(No.1)(1977)"""

(以 ド,Thompson事 件 とす る)で は,「 最低 で も週400ド ル稼 ぐことが

で きる」 とい った表示が59条 による虚偽 または誤解を 与える表示で ある

か どうかが争われ た。 裁判所 は,「 将 来の事実 に関す る表示 またはr'想 は

単にそれが不正確 またはその事実 が生 じなか ったか らとい って虚偽 または

誤解 を 与え る表示 にはな らない。虚偽 また は誤解を 与える表示 にな るには,

過 去または現 在の事実 に関す る表示 であることが必 要であ る。 表示が真実

であるのか間違 ってい るのか は表示 され たときに決定 されるべきであ る。

将来 の事実 に関す る表示はそれがで きない。例外的 に,表 示 者が表示の時

にその 事実 を信 じていなか った,ま た はその 予想 に無頓着 であ った場 合に

は,虚 偽 または誤解 を 与え る表示 とな る。」 と判示 した。 そ して,長 い間,

この59条 や52条 に 関 しては,す なわ ち,虚 偽の表示 ・誤解 を与える行為

(表 示)・ 欺購的な行為(表 示)に 関 しては,こ のThompson事 件 が先例

とされて きたので ある。将 来の事実 に関す る表示は,そ れが後 に結 果的 に

事実 と異なることが判明 した として も原則的 に誤解を与える行為(表 示)・

欺隔的な行為(表 示)と はな らず,例 外的 に,将 来の 事実 に関す る表示は,
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表示者がその表示(約 束やJy想)を 信 じて いな い場合,ま たはその表示の

正確性 に無頓着で あった場合 に限 り,52条 違 反 とな っていた。

しか しなが ら,将 来の事実 に関す る表示 やr'測 を した理 山や根拠 は,表

示者の知識内(内 心)に あるので,被 表示 者はそれを窺 い知るこ とはでき

ない場 合が多い。 したが って,表 示者がその表示やr'測 が間違 っていた と

認めなければ,周 辺事情か ら表示者が不誠実であ った,す なわ ち,表 示者

が将来の 事実 に関す る表示や 」つ測を信 じていなか った り,将 来の表示の.t:

確 性 に無頓着であ った ことを決定li勺に証明す るの は困難であ った。 また,

例 えば,契 約が結 ばれ た場合,契 約の一 ノ∫当事 者にとってその契約の相 手

方が債 務(約 束)を 履 行す る意思 が あ ったのか,ま たは資力 な どの能力

(ability)が あ ったかのか どうか は契約 が結 ばれた時iiで は,曖 昧で ある

こ とが多い。 すなわ ち,契 約 な どの約 束は,あ くまで将 来に関す る事項 な

ので,契 約 が結 ばれた時点 において,そ の約 束が誤解をr1一え る表示 ・欺隔

的な表示 であった と証明するのは困難であ り,ま た契約 が結 ばれた時点で,

相 手方が約束を履行す る意思が なか った また は資力な どの能力がなか った

と証明す るの は困難 である。

これ らの問題 を解決 す るた め'"1,1986年 に取 引慣 行法 に51A条'`2が 規

定 として挿 入され,将 来の事実 に関する表示:{:Sは,表 示された ときに合理

的な根拠 のな い限 り,51A条 に よ り,誤 解 を 与え る行為 または欺曜i的な

行為であ るとされ ることにな った。そ して,将 来の事実に関す る表示は,

合 理的な根拠をあ げな い限 り,合 理性がない と推測 され,こ の合理的根拠

の証明 は表示者が 負 うことにな った。 先ほどの契約の例で は,相 丁一方が契

約 をす る意思 と能 ノJが無 か ったこ とを契約 を した'li事 者が証明で きな く

て も,相 手ノ∫が その約束軸 の合理的 な根拠 を示す ことがで きない限 り,そ

の契約 または約 束が誤解 を 与える行 為または欺目繭的 な行為で あるとす るこ

とができるよ うにな ったのである。

そ して,WheelerGraceandPierucciPtvLtdv.Wright(1989)〔 『1511ま,
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以 ドのよ うな判断基準が述べ られ ている。 この事案は次の通 り一Xは,Y

か ら1985年5月 に 「カーボ ンゴール ドユニ ッ トトラ ス ト」 とい う投資信

託商品を購入 した。Yの 代理 人はXに 対 して契約 を締 結す る際 に 「信託1

ユ ニ ッ トにつ き500ド ル を投資 した投資家は,1985年10月 までに1ユ ニ ッ

トにつ き499.99ド ル のプ レ ミアが返 って くる。」 と話 を していたが,こ の

事業は失敗 し,こ の表示 どお りの利 益を得る ことがで きなか ったため,X

がYを 取引慣行法52条 を根拠 に訴えた とい う事案で ある。 裁判の過程 に

おい て,Yの 代理 人 はその表示 がIE確 であ る と信 じていたた めにYは 取

引慣 行法52条 の責任を負 わない と主張 した。 しか し,裁 判所 は次 のよ う

に判示 して いる。Yの 代理人 はその表 示を信 じて いた とはいえ,そ れを

信 じることを 正当化 でき る根拠 はなか った。 そ してYの 代理人の行為 は,

そ れがYの 代理 人 と しての行為 であ るのでY自 身 の行為 とみ なされ る。

よ って,Yは52条 の 責任 を負 うと裁判所 によ り判断 された。

この判決で は,約 束 やr想 に関す る表示 に対 して52条 が適川で きるか

の判断基準 についてLeeJ.は 注 目すべ き発riを してい る。 それは,約 束

の履 行や予想 の実現 可能性 を約束 者や表示者が信 じていれ ば52条 違反 と

はな らない とい うことにつ いて,「 約束や 予想 に関す る誤解 をr-J一え る行 為

であるか 否かの判断基準を約 束を履行す る意思の不存在,ま たは 予想 の実

現"∫能性 をま った く信 じていなか った点 に求め るので はな く,公iEな 取 引

(fairtrading)実 現 の ため約束 が履行 され ない,ま た はr想 が実現 され

な い可能性が あることを開示 しなか った点に求あてい る。会社がr'想 が実

現す ると信 じていないまたは信 じることに合理的な根拠がなか った とい う

'1}'は 行 為が誤解 を 与える行為または欺購的な取引行為で あるとす る答え

で はない。誤解 をr-1一え る行為または欺隔的な取引 は,約 束 また はr想 が不

履行 にな る危険 につ いて開示 しなか った点 に もとめ られる。」 と述べて い

る。

この約riを 履行す る意思 や 予想の実現 可能性 を信 じる ことに52条 の判
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断 基 準 を 求 め ず 危 険 に つ い て 開 示 し な か っ た 点 に 求 め る と い う 判 断 基 準 は,

AngeloRousselisv.Aizeema(Australia)PtvLtcl;Hv-JachSuper-

liftingSystemsPtvLtd;DennisBαc13Zα πd/GraemeSauwer;John

MaiuranoandOrsNo.NG5520f1992FEDNo.957/93TradePractices

(1992)な ど 多 く の 判 例 で 支 持 さ れ て い る1%

4本 章のまとめ

以 ヒ,本 章では 「誤解を与える行為 ・欺隔的な行為」 とは何であるかに

ついて検討するため,52条 の適川事例の分類を紹介した。52条 は従来,

契約締結準備段階においてなされた表示に対してi三に適川されてきた師が,

次第にその適用範囲は拡大し,様 々な事例で適用されている。驚 くべき事

に約束を履行しなかった,す なわち,債 務不履行の場面にも適川の範囲を

拡大しているのである。約束者が約束をした当時に約束を履行する意思が

なかったと被約束者が証明するのは困難である。 しか しながら,51A条

は証明責任が転換 されており,契 約的な約束違反があった場合,現 実的に

は,誤 解を与える行為であるとして訴えることができる"∫能性が出てきた

のである。 この52条 規定の誤解を与える行為の問題については分析をさ

らに進めていきたいところではあるが,フ ランチャイズ契約締結交渉の際

の売 ヒ」㌻測を検討する事にした本稿の1三題か ら離れかねないので,ま たの

機会にゆだねることにし,こ こでは簡単ではあるがこれで終わりにしたい。

次章では,こ の52条 がフランチャイズ契約に適川された判例を分析する。

注

111TRAIIIJPRACTICESACT1974-S.i2

52Misleadingoi・deceptiveconduct

(1)Acorporationshallnot,intradeorcommerce,engageinconductthatis

misleadingor・deceptiveorislikelytomisleador・deceive.

(21NothinginthesuceedingprovisionsofthisDivisionshallhetakedas
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limitingbyimplicationthegeneralityofsubsection1.

(2)行 為(conduct)は,通 常,表 示 行 為(representation)で あ る が,表 示 行 為 に 限

定 さ れ て い る わ け で は な い 。Heydon,TheRelevanceoftheVictim1SlevelofCa1・e

inMisleadingandDeceptiveConductActions,2Competition&ConsumerLaw

Journal230(1995)

(3)Harland,TheStatutoryProhibitionofMisleadingorDeceptiveConductin

AustraliaandItsImpactontheLaw・ofContract.111L.Q.R.100at108(1995)

(4)Cornwall-Joes,BreachofContractandMisleadingConduct:AStormin

Teacup,24NlelbournUniversityLawReview249(2000).

(5)HenjoInvestmentsPtyLtdv.CollinsMarrickvillePtyLtd.(1988)39FCR596

at555perLockhartJ.

(61TradePracticesCommission,AdvertisingandSelling:ABusinessGuideto

ConsumerProtectionundertheTradePracticesAct(AustralianGoverment

PublishingService,1991)

(71Harland,supranote3at111-113

18)不 実 表 示 に よ る 救 済 は 現 存 の 事 実 の,湖(statementofexsistingfact)に つ い

て の み 与 え ら れ る 。 現 存 の 事実 の 瀞 リ1に 対iii'さ れ る もの は,意1見 の 表 明(statement

ofopinionorbelief),将 来 の 事 柄 に つ い て の 瀞 リ1(statementastothefuture)

お よ び 法 のF91(statementoflaw)で あ る。 望 月 礼 二郎 「英 米 法 」361頁(ii林

書 院,改llf第:版,1990年)

(9)

(10)

(lll

112)

TradePracticesCommission,supranote6

(1979)39F.L.R.437

(1982)67F.L.R.311

Pengilley,Section520ftheTi°adePracticesAct:APIaintiff'sNewExocet?
,A

B.L.R247at257-258(1987)

(13)Rhone-PoulencagrochimieS.A.v .U.1.M.ChemicalServicesPtyLtd(1986)68

A.L.R.t7;KabwandPtyLtdv.NationalAustraliaBankLtd(1989)A .T.P.R.

40-950

(141(1986)12P'CR477at489-490perBowenCJ

(15)Id.,at489-490perBowenC.J.そ の 他,BankofAustralianv.Mehta(1991)23

N,S.W.L.R.84st88も 「司旨 。

(16)(1978)140C.L.R.216

(171See,WintertonConstr°uctionsPtyLtdv.HambrosAustr°aliaLtd(1993)91A .

T.P.R205perHillJ.

(18)(1987)40A.T.1'.R,.782
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(1991)41A.T.P.R.125

(1990)40A.T.P.R.30

(1991)41A.T.P.R.149

(1993)41A.T.P.R205

SpedleySecuritiesLtdv.BankofNewZealand(1991)A.T.P.R.41-143;

McWilliams'WineYtyLtdv.L.S.BoothWineTraspoi・tYtyLtd(1992)25N.

S.W.L.R.723:Lawsonv.AmpolLtd(1993)A.T.Y.R.41-204

12N(1993)A.T.P.R.41-203

㈱ 同 じ くGummowJ.も,売t:は 故 意 に き わ め て 重 要 な(crucial)な 事 実 に つ い て

沈 黙 して い た 。 見 込 み 買1モ は,購 入 す る 際 に 真 実 を 聞 く権 限 を 有 して い る の で,こ

れ らの 事 実 は 開 示 さ れ る べ き で あ る と 判 示 し た 。

126)promiseと 異 な り,1℃presentationと は,現 在 ま た は 過 去 に 存 す る'1`実 を 表 示 す

る と 言 う こ とで あ る 。 よ って,こ の こ と か ら して も誤 解 を 与 え る 表 示 ま た は 欺lli的

な 表 示 は,現 在 ま た は 過 去 に 関 す る 表 示 に 限 定 さ れ て い る と い え る。

(2DPengilley,Misleadingor・DeceptiveConductandFinanicialInstitutions,1Bond

L.Rev.157at160(1989);Harland,supranote3,at113-115.

⑦8)(1983)78F.L.R.171

0191Pengilley,supranote27,at160.

1301(1977)29F.L.R.270

1311HouseofRepresentativesExplanatoryMemorandumtotheTradePractices

AmendmentBilll985で は,こ の51A条 が1986年 に 挿 入 さ れ る 理ll1と して 次 の も

の を あ げ て い る 。

① 表 示 の 周 辺 奮ド†1普は 表 示 者 の 知 識 内 に あ る。 被 告 が 罪 を 認 め る こ と な しに 周 辺

事 情 か ら 無 謀(reckless)を 決 定 的 に1言1[1リ1する こ と は 困 難 で あ る。

② 表 示 が 将 来 に 関 係 す る こ と に な る 場 合 も あ り,将 来 ま た は 現 存 す る 事 実 に 関

す る 表 示 の み に 限 定 す べ き で は な い 。

⑥Thompson'1`件 の4`例 に お け る 将 来 の 表 示 に 関 す る 無 謀 の テ ス トは 適 切 な も

の と は 考 え られ な い。

(3オTRADEPRACTICESACTl974-S.59

1ntel°pretation

IllFoi・thepurposesofthisDivision,whereacorporationmakesarepresenta-

tionwithrespecttoanyfuturematter°(includingthedoingof,oi°thei°efus-

ingtodo,anyact)andthecorporationdoesnothavereasonablegroundsfor

makingtherepresentation,thet-epi°esentationshallbetakentobemis-

leading.
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(21Forthepurposesoftheapplicationol'subsection(1)inrelationtoapro-

ceedingconcerningarepresentationmadebyacorporationwithrespectto

anyfuturematter,LIコPCOY'POI'at1017shall,unlessitadducesevidencetothe

contt・ary,bedeemednottohavehadreasonablegroundsformakingtherep-

resentation.

131Subsection(})shallbede-timednottolimitbyimplicationthemeaningoi'

areferenceinthisDivisiontoamisleadingrepresentation,arepresentation

hatismisleadinginamates°salparticularorconductthatismisleadingoris

likelyor・liabletomislead.

133表 示,特 に 契 約 締 結 準 備 段 階 に お い て な さ れ た 表 示 に 対 し て 適 川 さ れ て き た52条

で は あ った が,51A条 が 挿 人 さ れ た こ と も あ り,将 来 の3ド 実 に 関 す る 表 示 に 対 して

も適 川 さ れ る こ と と な っ た 。 しか し な が ら,こ こ でlis意 しな け れ ば な ら な い 点 が 一

つ あ る 。 そ れ は,51A条 は そ の 適 川 を1約 束(prOmise)」 で は な く 「将 来 に 関 す る

゜1}'」の 表 示 」 と して い る こ と で あ る
。 こ の 「将 来 に 関 す るBl`実 の 表 示 」 と は 「約11」

の こ と で あ ろ う か 。 こ の 両 者 の 概 念 的 な 違 い は ど う な っ て い る の か,こ のll[`者 の 違

い や 関 係 も 問 題 と な っ て く る。 す な わ ち,51A条 の い う 将 来 の 「1`実に 関 す る 表 示 と

は 約 束 を 含 む もの な の で あ る か と い う 問 題 で あ る 。 そ し て,約 束 の 不 履 行(債 務 不

履 行)が 誤 解 を'∫ え る 行 為 ま た は 欺 鵬 的 な 行 為 と な る か で あ る 。Terry,Consumer

ProtectionforBusinessInterests:TheapplicationofSection52TradeYractices

ActtoCommercialNegotiations,10U.N.S.W.L.」260at261(1987)

こ の 点 に つ い てWrightv.TNTManagementPty.Ltd(1989)15N.S.W.L.R.

679で は,「 コ モ ン ロ ー で は 契 約 外 の 表 示 は 現 存 ま た は 過 去 の'ド 実 に 関 す る も の で あ

る 場 合 に の み,法 的 な 効 果 を 生 じ る。 将 来 の 事 実 に 関 す る 契 約 的 な 約 束 は,法 的 な

効 果 を 生 じ さ せ な い。 しか し,第5章 の 口 的 の た め に,51A条 は,約 来 と将 来 の 事

実 に 関 す る 表 示 の 区 別 を 廃 止 して い る 。 将 来 何 か を す る と い う約.rは,そ の 何 か が

履 行 さ れ る と し た 表 示 に 関 す る も の で あ る 。 従 っ て,企 業 が 約 束 を し た こ と に 対 す

る 合 理 的 な 根 拠 が 証 明 さ れ な け れ ば,誤 解 をj.え る 行 為 で あ る と み な さ れ る、,」と 判

示 して い る 。 す な わ ち,51A条 の 「将 来 の 事 実 に 関 す る 表 示 」 に は 約 東 が 含 ま れ て

い る が,約 束 と将 来 の 事 実 に 関 す る 表 示 の 区 別 は ど う で も 良 い 問 題 で あ る と こ の 判

決 は 判 断 して い る と し た 。51A条 が 重 要 視 して い る の は,約 束 を した こ と に 合 理 的

根 拠 が あ る か ど う か で あ る 。 そ して,約 束 を した こ と の 合 理 的 根 拠 を 見 い だ す こ と

が で き な け れ ば,51A条 違 反 に な る と こ の 判 決 に お い て 判 示 され た と い え る、,

(鋤 本 文 で 述 べ た と お り,51A条 が 挿 入 さ れ る ま で は,原 則 的 に 契 約 法 は 約 束 に 関 す

る 行 為 を 対 象 と して い る の に 対 し,52条 は 表 示 に 関 す る 行 為 を 対 象 と して い る と い

う 区 別 が な さ れ て き た 、、 約 束 の 不 履 行 ま た は 約.rの 遵 守 違 反 は 不 実 表 示
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(misrepresentation)と は な らず,従 って,誤 解 をi一え る行 為 また は欺 備 的 な行 為

とは な らな い と裁 判所 は判 断 して きた ので あ るが,51A条 に よ り約 束 の不 履 行 の事

例 で も,こ の約 束違 反 が誤 解 を 与え る行 為 また は欺 哺的 な 行為 で あ る とす る 州 列は

増 え てき て い る。 そ れ は,(1)契 約 的担 保(ContractualWarranties)と ② 将 来 の事

実 に関 す る契約 的約 束 の場 合で あ る。 以 ド,こ れ らの場 合 につ いて簡tjtに紹 介す る。

Cornwall-Jones,suprallote4,at249二LGro110DawinManagementPtyLtdv.

VictorPlasterProductsPtyLtd(1978)ATPR90-072;RGSteadmanv.Golden

FleecePetroleumLtd(19$6)ATPR40-660

① 契約 的担 保

契約 条項 は現 存 す る 事実 の 表示 で 構成 され る こと もあ る。 この契 約 条項 に間

違 い があ り債 務不 履行 とな った場 合に は,51A条 また は52条 が適 用 され る こと

があ る。 例 えば,i一 地 の売 買契 約 にお いて,「 この ヒ地 は10メ ー トル ×30メ ー

トルの広 さであ る。」 とい った 表示 な ど現 存す る 事実 の 契約 的 な確 認(affir・ma-

tion)や 保 証(gurantees)(こ れ らを契 約 的担 保 と い う)が この例 に あた る。

こ の 例 とな る の が,AccountingSystems2000(Developments)PtyLtdV.

CCHAustraliaLtd(1993)114A.L.R.355で あ る。 この 事案 は次 の 通 り一i一

訴 人で あ るAccountingSystems2000(Developments)PtyLtd(以 ドAS2000

とす る)は コ ン ピュー ターの ソフ トウエ ア ビジ ネ スを運 用す る会社 で あ った。

AS2000は,訴 外FocusBusinessSystemsPtyLtd(以 ドFocusと す る)か ら

コ ン ピュー ター プ ロ グラ ムを取 得 した。Focusと の 合意 で は,AS2000は コ ン

ピ ュー ターを 使川 す る権 利 を取得 して いた が,著 作 権(copyright)を 譲 渡す る

権 利 を取 得 した こ とに は な って いなか った。 も っと も,こ の プ ロ グラ ムで は商

品 と して 市場 に出す こと は困 難で あ った た め,こ のプ ロ グ ラムを もと に して,

AS2000は,独i'tの コ ンピュー ター プロ グラムを開発 した(theASprogurams)。

この 著作 権 を譲 渡 した こと には な って いな い との 合意 条項 が あ った に もか かわ

らず,AS2000は 他 社CastleDouglas(以 ド,CDと す る)に プ ログ ラム の 著

作 権 を譲渡 し,CDは さらに他 社CCHに プ ログ ラムを使 川す る権 利を譲 渡 した。

AS2000とCDと の契 約 にお い て,AS2000は,CDに 対 して,「AS2000は 如

何 な る人 の 同 意 な しに 著 作 権 を 譲 渡 す る権 限 を有 して い る」 とCDに 保 証

(warrant)し て いた。 契約 が 成 立す る以 前の契 約 交渉 中 には 著作 権を 譲渡 す る

権 限 があ る とAS2000が 表示 してい た との 証拠 は?:く な か った。 しか しなが ら,

CCHは その条項 を 信頼 してAS2000を 使 川す る権 限をCDか ら手に人れ て いた。

そ こで,こ の 契約 的担 保 は現 存す る'拝実 の 偽 った 言明 とな り,こ の こ とは52条

に 禁ILさ れ た誤 解 を 与 え る行 為 また は 欺E繭的 な 行 為 であ ると して,CCHは,

AS2000を 訴 え た。
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原 審 で は,AS2000は52条 に 反 す る 行 為 を して い る と 判 示 さ れ た。

O'LoughlinJ.は 次 の よ うに 判示 して い る。AS2000は,菩 作権 譲 渡 合意 にお

け る契 約 的担 保 が真 実 で あ る と信 じて いた の だ けれ ど も,そ の契 約 的担 保 は 偽

りで あ った。 この ため契 約 的担 保違 反 は52条 に反 す る行 為 とな る と判 示 した。

このた め,AS2000はi二 訴 した。 連 邦裁 判所 で はLockhartJ .とGummowJ.

は 多数意 見 とな った。r現 存す る 事実 に対 す るf1明 は,そ れ が虚 偽 であ る場 合,

誤解 を 与え る行為 また は欺 隔 的 な行 為 に従 事 した とい え る」 とLockhartJ.と

GummowJ.は 判 示 した。LockhartJ.とGummowJ.は,契 約 違 反の 場 合で

も52条 の 責 任 が 生 じる こ とを 認 め たの で あ る。 この結 論 に達 す る た め に,

LockhartJ.とGummowJ.は,HenjoInvestmentsPtyLtdv .Collins

MarruckvillePtyLtd(1988)に おけ るLockhartJ。 を 引川 しつつ 次 の よ うに

述 べた。52条 に規定 され る と ころの 「行 為 に従 事す る(engaginginconduct)」

とは,単 な る契約 締 結以 前の 表示 に限定 されず,そ れ以Lの もの を含 む概 念 で

あ る と したLで,契 約 的担 保 と表示 を区 別 す る考 え に反 対 した。 す な わ ち,契

約 的担 保 に は52条 に規 定 され た行 為(conduct)の 概 念 に含 まれ る と した の で

あ る。 そ して,契 約 的担 保 が契 約 締結 以 前 に 表示 され ず,そ れ らが 唯 一契 約 条

項 で 与え られ た と きで さえ,LockhartJ.とGummowJ.は,偽 った 「1`実の担

保 は,誤 解を 与え る行 為 とな る と した。

② 将 来の`拝実 に関 す る契約 的約 束

契 約 的 な担保 と異 な り,契 約 的 な約 束 に対 して52条 の適 川が 難 しい のは,契

約 的 な約 束 は将 来 の 事実 に関 す る こ とで あ り,そ れ が な され た時点 で は偽 り と

な らない 可能性 もあ る とい う点 であ る。Bil1AcceptaneeCorporationLtdv .G

WALtd(1983)(本 文参照)で は,行 為 が誤 角ffを与え る行 為 また は欺III的 な 行

為 であ る か否 か は,行 為 がな され た 時点 で 決せ られ るべ きで あ る と して い る。

よ って,契 約 的 な約 束 が それ 白身 で誤 解 を 与え るこ とは で きな い とい え る。 し

か しな が ら,次 の よ うな場 合 に は,契 約 的 な約 束 であ った場 合 で も誤解 を'∫え

る行 為 とな り52条 違 反 とす る判決 が現 れ た。 それ は,約 束が な された と きに約

束 者が契 約 を履 行 す る意思 がな い と きで あ る。 その よ うな 意思 が な い場 合,約

束 者 は現 在 の状 態 に反 して偽 った 事実 を 巨亨明 して い る ので あ り,し たが って,

誤 解 を'∫え る表示 とな る。

この 例 と な る もの が,FuturetronicslnternationalPty.LtdV .Gadzhis

(1992)で あ る。 この'拝案 は以 ドの通 り一 ヴ ィク トリア州 に おい てh地 の 競売 人

札 が行 わ れ,被 告で あ るGadzhisは,競 売 で適 切 な人 札を 行 い,L地 は 彼が 落

札 した。 しか しな が ら落札 後,被 告は心 変 わ りを し,競 売 の 条件 に従 った契約

fにサ イ ンをす るの を拒 絶 した。 ヴ ィク トリア州 の法 律的 文,弔去(Instruments
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Act1958)126条 では,こ のよ うな 落札 の結 果,成 、γした 口頭 の合 意は契 約g辱が

欠 けて い るた め に強 制す る こ とはで きない とされ て いた ので,被 告の落 札 の結

果,成"五 した1!頭 での 合意 を,競 売 人で あ る原ll}FuturetronicsInternational

Pty.Ltは 契 約 、1苧が欠 け てい る ため に強 制 で きな か った。 原 告 は公1E取 引法11

条(取 引慣 行法52条 と同一 内容 の 規定)を 根拠 に 訴訟 を起 こ しll頭 で の契 約 に

対 す る特 定 履行 を求 め た,、

裁判 に お いて と りわ け議 論 にな った こと は,人 札 に よ って,i,i式 に よる契約

を 履 行す る意 思 が あ る と黙 示 に 表示 した が ど うかで あ る,す なわ ち,受 約 者が

約 束 を承 諾 した とい う 駐拝実(競 落 人GadzhisがII頭 で の 合意 に違 反 した とい う

'ド実)だ けで約 束者 に よ り錯 誤 に陥 らせ られ た とい うこ とはで きず,競 落 人が

契 約ll宰に サイ ンをす る意思 がな か った,す なわ ち,契 約 を締 結す る意思 が なか っ

た こ とを証 明 しな けれ ば,誤 解 を 与え る行 為 また は欺lli的 な,-f1'為とい う こと は

で きな いか らであ る。OrmistonJ.は,被 告 が黙 示 に契約 にサ インす る.L'.linが

あ った とい う ことを 認め,52条 違反 で あ ると した、,

135)(1989)ATPR4-940

(36)Worrell,Edwin&Lynda,t3arbaravNationalAssetPlanningCorporationPty

Ltd&Othei°s[2002]QYAMDT24;NeilsonInvestments(QlcDY/L&OrsvSpud

Mulligan'sP/L&Ors[2002]QSC258(29August2002):DARKERIANvs・

SYNIING'1'ONRICI-IARDDAVID&CAROLANNEO228-96[1997]QBT10;

AustralianCompetitionConsumer・CommissionvIMI3GroupPtyLtd(ACNO50

411946)(inliq)[2002]P'CA402(5April2002)etc.

1371Terry,supranote33,at26.
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